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Ⅰ．現状の課題の確認
１）最大の問題は、東京圏に若年層の転入が続いていることであり、特に
大学進学時と20代の新卒就職＆転職時期に対する対策が急務である。

（東京一極集中の傾向）
人口移動の面では、東京一極集中の傾向が継続している。2015年に東京圏は、大阪圏や
名古屋圏が３年連続の転出超過を記録する中で、11万9,000人の転入超過（20年連
続）を記録した（東京圏への転入超過数は、2012年以降４年連続で増加し続けている）。

（中略）
東京圏への人口移動の大半は若年層であり、2015年は15～19歳（２万6,000人）と20
～24歳（６万7,000人）を合わせて９万人を超える転入超過となっている。さらに、近年は
25～29歳における転入超過数も増加傾向にある。
全国の地方公共団体の状況を見ると、東京圏への人口転出超過状態には偏りがある。東京
圏への転出超過数の多い地方公共団体は、政令指定都市や県庁所在市などの中核的な都
市が大半を占めている。転出超過上位69の地方公共団体で50％、200の地方公共団体で
約７割、300の地方公共団体で約８割を占めている。
＊「総合戦略2016改訂案（総論）Ⅰ基本的な考え方1.地方創生をめぐる現状認識」より抜粋
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Ⅱ.大学定員の適正化について

２

１）三大都市圏への学生の集中
【出典】私学経営情報センター
平成28年度大学入学志願動向より

平成28年度の私立大学の入学定員充足率を
地域別にみると、三大都市圏が106.44％に対
し、その他の地域では97.79％と約９％の差が
ある。
特に東京は、109.01％と依然として高い充足
率を維持している。

２）対応策
①平成28年度より全国一律に厳格化された
入学定員超過率の規制（次頁参考）を、
三大都市圏以外の地域に関しては適用しな
い（以前の３割超過までは容認）ようにする。



②三大都市圏の国公立大学の学部・学科を、積極的に地方に移転する。

③三大都市圏から地方の私立大学・大学院、高専、専修学校等に進学する学生には、
奨学金や住宅提供などの支援をより積極的に行なう。特に大学の地元就職率は
約５割なのに対し、専修学校は７割を超え（新潟県の場合）、効果的である。

３

今回の入学定員超過率の変更においては、収容定員８０００人以上の大
規模大学については１．１０倍以上、収容定員８０００人未満４０００
人以上の中規模大学については１．２０倍以上と厳格化する。
（中略）
本基準の厳格化は三大都市圏に限定したものではなく、収容定員４０００
人以上の大・中規模大学であれば全国的に適用されるものである。しかしなが
ら平成２６年度を基礎とした試算によれば、本基準の厳格化により抑制される
定員超過学生約１万６千人のうち、約９割にあたる約１万４千人は三大都
市圏に集中していることから、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げられた地
方創生にも資するものである。

参考：【平成２８年度以降の定員管理に係る私立大学等経常費補助金の取扱に
ついて（平成２７年7 月10 日通知）より抜粋】



Ⅲ．地方でのリスクマネーの供給について
１）ベンチャー投資促進税制の認定ファンド（通称“旦那ファンド”）の最低規模要件
を現状の20億円から概ね10億円に引き下げる（平成29年度税制改正要望）
⇒各地域に“旦那ファンド”を設立し、地方の起業やイノベーションを支援。
注１）旦那ファンドとは：
産業競争力強化法に規定された「企業のベンチャー投資促進税制」の認定ファンドの呼称。
主として事業拡張期にあるベンチャー企業に投資するファンドであって、産業競争力強化法に
基づき経済産業大臣から投資計画の認定を受けたファンドを通じて出資する企業が、出資額
の８割を限度として損失準備金を積み立て、損金算入できる制度。

４

平成2９年度税制改正の概要（H28.12.9時点） 【適用期間：平成29年度末まで】

○適用期限を延長し、認定ファンド規模要件を現行の「概ね２０億円以上」から
「１０億円以上」に引き下げたうえで、地方投資を促す観点から、以下の要件を追加する。

• ファンドが、地方ベンチャーの支援実績等を有する地方投資担当者を設置すること
• 投資対象企業が所在する地域の金融機関、中堅・中小企業、自治体等から成るアドバイ
ザリーボードを設置すること

• ファンド全体の投資額のうち、５割以上を地方に所在するベンチャー企業へ投資すること
• 準備金積立率を現行の８０％から５０％に引き下げる



５

２）ベンチャー投資促進税制の認定ファンド（通称“旦那ファンド”）と
同様の制度を地方における再生ファンドにも拡大適用する【前回会議再掲】

⇒地方において開業率に比して高止まりしている廃業率に関して、従来より地方
の経済や文化を支えてきた老舗企業が、後継者難やイノベーション資金の不足
等により廃業を余儀なくされるケースも散見される。そのブランド価値や信用力、
地域におけるネットワーク力を活かし、再生の可能性を後押しすべきである。

1874（明治7）年創業の新潟の老舗ホテル
を、一昨年春よりNSGグループにてリノベーショ
ンし、再生に取り組んでいる。

1767年創業の酒蔵を再生。経営者は
Uﾀｰﾝの業界未経験の若者。さらに老舗
味噌蔵の再生にも取組中。



各官民ファンドは、成長戦略への貢献を一層促す観点から、民間単独で取ることの
難しいリスクを取った投資を実行し、民間資金の呼び水機能を果たすように求められて
いる。
さらに、地方への投資や人材育成を積極的に推進するべく、具体的数値目標をKPI
に盛り込んでいる。地方の自治体や金融機関、企業団体、大学等は、起業やイノベー
ションを促進する上で、もっとこうした官民ファンドの役割を活かして地方創生に役立てる
べきである。【ここまでは前回会議再掲】

特に、官民イノベーションプログラム
（現行総額1000億円）では、現在、
東北大学・東京大学・京都大学・
大阪大学の４国立大学のみを対象と
しているが、第２弾として新たに同規模の
地方大学を対象としたプログラムを策定し、各大学に
設置されるファンドの投資先も、各地域内
への投資を５０％超とするように求める。

３）官民ファンドのリスクマネー供給機能を地方創生に最大限活かす。

６

※内閣官房HP掲載資料より抜粋



Ⅳ．大都市圏から地方への人材供給について【前回会議再掲】

１）地方を活性化したいという社会的使命を持った優秀な若者に関して、
出身の官庁や大企業が数年間、給与補償を行ない、地方出向を促進す
る制度を導入。
さらに、地方企業等へ転籍、あるいは自ら起業する場合は、支度金を給
付することも検討。

２）地域の経営情報を持つ旦那衆が、こうした若者のメンターとなり、起業
や新規事業創出、既存事業の革新などにアドバイスを行なうことが重要。

７
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